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Ⅰ．研究背景

日本における「休業 ４日以上の業務上疾病」の
うち，保健衛生業においては腰痛による発生が
2007年以来第 １位となっている．2018年には1593
件と過去最高を記録し，日本の全産業のうち約
32％が保健衛生業による腰痛となっている．この
ような状況下にあるため，2013年に「職場におけ
る腰痛予防対策指針」（厚生労働省）が改訂され，
医療・福祉分野でも腰に負担のない介助が示され，
2015年には「医療保健業の労働災害防止（看護従
事者の腰痛予防対策）」（厚生労働省，中央労働災
害防止協会）で，具体的な労働安全衛生マネジメ
ントリスクアセスメントや介助法も提示されてい
る．さらに日本看護協会においても，看護職の労
働安全衛生として腰痛を取り上げて，看護職の腰
痛予防について情報発信を続けている．そして，
中央労働災害防止協会により改訂版「職場におけ
る腰痛予防対策指針」の普及促進のために保健衛
生業の事業場を対象に全国で無料の講習会も実施
されている．
しかしながら，2014年の日本看護協会の調査に

よると約 6割の病院が腰痛予防対策に取り組んで
いないこと，さらに西田ら（2016）の調査による

と近畿圏の病院では看護職員の安全衛生対策とし
て腰痛は18％しか取り組まれておらず，腰痛予防
対策として効果があるとされている福祉用具の導
入もまだ進んでいない状況が報告されていた．現
在では，医療施設には看護師だけでなく看護補助
者，療養型医療施設には介護福祉士も多く働いて
おり，介護老人保健施設，介護老人福祉施設など
でも，日常生活援助ケアが多く行われている．ま
た，2017年の日本の将来推計人口（国立社会保
障・人口問題研究所）によると2065年には65歳以
上の高齢者人口 １ 人を支える生産年齢人口は1.3
人（2015年では2.3人）と推計されている．生産
年齢人口全員が看護職や介護職になるわけではな
いことから，今後は高齢の看護職や介護職も高齢
者を支える必要が生じる．その際には従来の徒手
的介助方法を中心としたケアでは介助者，被介助
者ともに負担は大きく，安全で安楽なケアを提供
するためには，福祉用具の活用が不可欠だと考え
た．福祉用具の活用の負担軽減効果については，
渋谷ら（2010）がベッド上での上方移動時にスラ
イディングシートを使用すると，スライディング
シートを使用せずに徒手的に介助した場合と比べ
自覚的作業負担度，ならびに表面筋電図の最大随
意収縮が有意に低く，介助時の負担軽減効果を報
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告している．また富岡ら（2008）は，人力介助と
比べると，リフト介助は介護者の上体傾斜角が有
意に減少し，腰部の椎間板圧縮力を減少させ腰部
の負担軽減に寄与すると報告している．このよう
な背景から，研究者らは2015年から看護職や介護
職などケア実施者を対象に，福祉用具を使って介
助者の身体に負担がかからず，かつ患者・利用者
にとって安全な移乗介助を行うセーフティケア
（Waters,�T.R.，et�al,2009）の知識と技術を普及
するとともに，臨床において腰痛予防対策を推進
していけるリーダー的人材を育成する目的で，研
修会を企画・実施してきた．そこで研修会に参加
している方を対象に，研修内容の評価および，研
修受講後の腰痛の変化，職場での腰痛予防推進の
取り組みや実施する上での困難について調査した
ため報告する．

Ⅱ．研究目的

本研究は看護職・介護職のための腰痛予防推進
リーダー研修会の評価を行うとともに，参加者が
職場で腰痛予防に取り組む上での困難について明
らかにし，腰痛予防対策を臨床に普及するための
方略を検討することを目的とした．

Ⅲ．研究方法

１ ．対象
看護職・介護職のための腰痛予防推進リーダー
研修会に参加し，研究の趣旨について理解し研究
参加の同意が得られた看護職・介護職等の保健医
療従事者．

２ ．方法
１ ）研修会内容
（１）目的　
①�看護職や介護職などケア実施者に腰痛予防
にセーフティケアの必要な知　識と技術を
普及すること．具体的には，リフト，スラ
イディングボード，スライディングシート
などを効果的に活用し，患者を移動させる
（上田，2016）．これにより，介助者は腰痛
を起こす危険性が少なくなり，利用者・患
者ともに安全で快適な移乗介助が受けられる．
②�臨床において腰痛予防対策を推進していけ
るリーダー的人材を育成すること．

（2）研修内容・方法　　
「看護職・介護職のための腰痛予防推進リー

ダー研修会」計 3回を １つの研修会として実
施した．各回では講義と演習を組み合わせ，
参加者も主体的に研修に取り組めるよう意見
交換の時間を設け，対象者の腰痛の現状，臨
床での課題，改善のための方策などを検討し
た．

2）実施時期
　2017年 9 月から2017年11月．

3）データ収集方法
無記名自記式質問紙調査法とし，配布は 3回

の研修会全ての受付時に配布した．回収は，研
修会の会場内に設置した回収箱にて回収した．
記入にかかる所要時間は 5～10分程度であった．

４）調査内容
（１�）基本属性：年代や性別，職種，職場におけ
る立場，研修会参加動機，腰痛経験の有無．
基本属性は 3回の研修会後全てで回答を得
た．

�（2�）研修会に関すること：下記①②については
3回の研修会後全てで調査を実施した．③～
⑦は 3回目の研修会後にのみ加えて実施し
た．
①�あなたの腰痛予防に役立ちそうな内容か
どうかとその理由．

②�職場での腰痛予防対策に役立ちそうな内
容かどうかとその理由．

③腰痛予防対策をする上で難しいこと．
④�研修会受講後に自分の腰痛予防対策とし
て行ったこと．

⑤�職場で腰痛予防対策を進めるために行っ
たこと，また腰痛予防対策を進めるうえ
で難しいこと．

⑥�１ 回目の研修会を受ける前と比べた時
の，現在の腰痛の程度．

⑦�研修会運営（研修回数，研修時間，研修
時期，研修場所）の適切さ．

　（3）データ分析方法
データは，統計解析ソフトExcelを使用し，

記述統計を行った．また，自由記述について
は意味内容の類似性に沿って分類した．

３ ．倫理的配慮
大阪府立大学大学院看護学研究科研究倫理委員

会の承認（申請番号29-37）を得て実施した．研
修会開始直前に，参加者全員に対して無記名自記
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式調査票を配布し，研究協力の依頼を口頭で行っ
た．回収された調査票にて研究参加同意を確認
し，同意の得られた対象者のデータのみを分析した．

Ⅳ．結果

１ ．研修会の実際

表 １に研修会日時，場所，内容，参加者数など
研修会の実際について示した． １回目と 2回目の
研修会は大阪府立大学羽曳野キャンパス内の基礎
看護学演習室で開催したが， 3回目は研修に必要
なリフトや吊り具が充実している株式会社ウェ
ル・ネット研究所（兵庫県伊丹市）の施設で開催
した．

表 １．研修会の実際（日時・場所・内容）

2017年 9 月23日（土）　
参加者数27人 大阪府立大学羽曳野キャンパス基礎看護学演習室

9 ：30-10：00 講師・教員の紹介
研修生の自己紹介

10：00-12：00 講義 医療保健従事者の腰痛の現状と腰痛予防の必要性
腰痛の要因
人間工学的にみた腰痛予防

12：00-13：00 昼食 　
13：00-15：00 実技演習・意見交換 環境を整えることの重要性（ベッドの高さ，履物など），背上げ，

背下げ時の摩擦体験，身体の重さを実感
ベッド上での移動介助：従来実施している介助法について検討
摩擦を軽減する方法を取り入れて比較
起き上がり介助：従来実施している介助法について検討
介助者，被介助者に負担の少ない方法の検討

15：00-16：00 講義 腰痛予防チェックリストの解説

2017年 9 月30日（土）　
参加者数21人 大阪府立大学羽曳野キャンパス基礎看護学演習室

9 ：30-10：30 講義 スライディングシート
スライディングボードの使用方法

10：30-12：00 実技演習 スライディングシートの使用方法
（ベッド上移動，体位変換など）

12：00-13：00 昼食 　
13：00-14：30 実技演習 スライディングボードの使用方法

（ベッドからストレッチャー，
ベッドから車いす）

14：30-16：00 意見交換 腰痛予防対策の実際，施設でできそうなこと，研修会の感想

2017年11月11日（土）
参加者数17人 株式会社ウェル・ネット研究所　

9 ：30-11：30 講義 リフト，吊り具などの福祉用具の使用方法
11：30-12：30 昼食 　
12：30-14：30 実技演習 リフトの使用の実際

床走行リフト，スタンディングリフト
櫓固定タイプリフト，吊り具の種類と特徴

14：30-16：00 演習・意見交換 腰痛予防チェックリストを実施しての感想
施設で腰痛予防に取り組むための課題

　 　 アンケート調査

２ ．アンケート結果
１ ）対象者の属性
アンケートは １回目27人， 2回目21人， 3回目
17人に配布し， １ 回目26人（回収率96.3％）， 2
回目21人（回収率100％）， 3 回目16人（回収率

94.1％）であった．対象者の特徴として，30歳代
から40歳代が多く，男女比は女性の方が多かっ
た．また，職種としては介護職，看護職の順に多
く，管理職よりスタッフの参加が多かった（表 2）．
�
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表 ２．対象の属性　

対象者 第 １回
26人

第 2回
21人

第 3回
16人

年代

20代 ４（15.4％） 3（14.3％） 2（12.5％）
30代 6（23.1％） 5（23.8％） 5（31.3％）
40代 9（34.6％） 7（33.3％） 5（31.3％）
50代 5（19.2％） ４（19.0％） 3（18.8％）
60代以上 2 �（ 7.7％） 2 �（ 9.5％） １（ 6.3％）

性別
男性 6（23.1％） 6（28.6％） 5（31.3％）
女性 20（76.9％） 15（71.4％） 11（68.8％）

職種
看護職 10（38.5％） 6（28.6％） 3（18.8％）
介護職 13（50.0％） 11（52.4％） 11（68.8％）
その他 3（11.5％） ４（19.0％） 2（12.5％）

職階

管理職 6（23.1％） 3（14.3％） 3（18.8％）
スタッフ 13（50.0％） 15（71.4％） 11（68.8％）
その他 6（23.1％） 3（14.3％） 2（12.5％）
不明 １（ 3.8％） - -

2 ）�参加動機
表 3に対象者の参加動機を示した．参加動機は
腰痛予防に関心がある，上司に勧められたという
順に多かった．

表 ３．対象者の参加動機（複数回答）
回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　人（％）
腰痛予防に関心があるから　　　　　　　　17　（37.8％）
上司に勧められたから　　　　　　　　　　13　（28.9％）
職場の業務改善のため　　　　　　　　　　 7　（15.6％）
自分自身が腰痛を抱えているから　　　　　 6　（13.3％）
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 2　（４％）

3 ）�腰痛経験　
対象者の腰痛経験は，腰痛経験ありが23名

（88.5％），なしが 3 名（11.5％）であり，腰痛経
験のある対象者が非常に多かった．

４）研修内容について（自由記述）
（１��）各回の研修が対象者本人の腰痛予防に役立
つ内容かどうかに対する研修内容の評価を図
１と表 ４に示した．研修内容が役立つかにつ

いて，「非常に思う」，「少し思う」の回答が
大半であった．しかし， 3回目の研修では「非
常に思う」が56.3％，「少し思う」が35.7％と
１回目， 2回目と比べて低かった．研修内容
で役立った内容として多く回答を得たのは，
１回目の研修会では「今までの介助方法が間
違っていたことに気づいた」， 2回目の研修
会では「スライディングシート・ボードの正
しい使い方を勉強できた」， 3回目の研修会
では「身体の使い方を学べた」，「職場にリフ
トがあれば役立つ」の順に多かった．

表 ４．参加者本人の腰痛予防に役立つ内容かについての理由
（自由記述）

研修会 自由記述の内容 件数

第 １回

腰痛の要因や根拠がわかった 3
今までの介助方法が間違っていたことに気づいた ４
演習で実体験して理解できた 3
どのような姿勢や動作をすればよいかが分かった 3
すぐに実践できる改善方法がわかった 3

第 2回

具体的な動作の方法がわかった 6
シート・ボードの正しい使い方を勉強できた 7
シート・ボードの使用により腰痛予防になること
がわかった ４

１回目の研修内容を実践し，腰痛が楽になった １

第 3回

リフトを使用すると，腰への負担がなくなる 3
身体の使い方を学べた ４
職場にリフトがあれば役立つ ４
リフトの使用方法が具体的に学べた １

（2�）�各回の研修が対象者の職場での腰痛予防に
役立つ内容かどうかに対する研修内容の評価
を図 2と表 5に示した． １回目と 2回目の研
修内容では「非常に思う」，「少し思う」の回
答が大半であった．しかし， 3回目の研修で
は「非常に思う」が25.0％，「少し思う」が
43.8％，「あまり思わない」が25.0％と １回目，
2回目と比べて低い結果であった．

１回目
n=26

2回目
n=21

3回目
n=16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に思う　　少し思う　　あまり思わない　　全く思わない　　無回答

23（88.5） 3（11.5）

20（95.2）
1（4.8）

1（6.3）
9（56.3） 6（37.5）

人（％）

0

0

0

図 １　参加者本人の腰痛予防に役立つ内容か
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表 ５．職場の腰痛予防に役立つ内容かについての理由

（自由記述）

研修会 項　目 件数

１回目

実践にすぐに生かせる内容であった 6
研修内容を伝達できそう 5
動作やベッドの高さを意識すると腰痛予防に
つながることを実感した ４

研修内容をうまく伝達できるか自信がない 3
大がかりな機器の導入をするには説得にパ
ワーが必要 １

2 回目

職員の腰痛の現状と関心に合った内容だった 6
職場での備品購入が難しい ４
研修内容を伝達できそう ４
職員への伝え方に迷う １
患者・利用者の負担軽減になるとわかった １
正しいボディメカニクスができれば腰痛が軽
減できそう １

3 回目

リフトがない，購入が難しい 9
研修内容を伝達したい 3
職員全員の意識統一やハード面の変化は難し
いが，意識の変化を促すことはできる １

5 ）�研修会受講後における対象者の主観的腰痛の
変化

対象者の主観的腰痛について， 3回目の研修会
後に １ 回目の研修会を受講する前と比較して回
答を得た．腰痛が軽減したと回答した対象者は
１ 人（6.3%），少し軽減したと回答したのは14人
（87.5%），かわらないが １人（6.3%）であった．

6）腰痛予防への取り組みについて（自由記述）
（１�）�研修後に対象者が実施した腰痛予防対策に

ついて
研修後に実際に対象者が実施した腰痛予防対

策について表 6に示した．介助時・作業時はベッ
ドを上げると回答した対象者が最も多かった．

表 ６．研修後に参加者が実施した腰痛予防対策（自由記述）

項　目 件数
介助時・作業時はベッドを上げる 11
スライディングシート・ボードを使う ４
腰を曲げない ４
足を広げる 2
正面で介助する １

（2�）�研修後に対象者が職場で実施した腰痛予防
対策推進行動（自由記述）
研修後に対象者が職場で実施した腰痛予防

対策のための推進行動は，「研修内容をスタッ
フへ伝達した」が 7件，「ケアの際はベッドを
上げて行うよう声かけをした」が 3件，「研修
内容の実践をスタッフへ見せた」が 2 件の順
に多かった．

（3�）�職場での腰痛予防対策の推進行動をとるう
えでの困難（自由記述）　　
職場で腰痛予防対策を推進しようとした際

に困難に感じる，または感じたことについて
表 7 に示した．職場のスタッフへの意識改革
や伝達方法，上司の理解や設備投資について
困難さを感じていることが示された．

7）研修会運営についての評価
研修会回数はちょうどよい13人（81.3％），研修

時間はちょうどよい15人（93.8％），研修時期はよ
かった15人（93.8％）で概ね良い評価を得られた．

１回目
n=26

2回目
n=21

3回目
n=16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に思う　　少し思う　　あまり思わない　　全く思わない　　無回答

19（73.1） 6（23.1）

4（19.0）17（81.0）

1（3.8）

1（6.3）
4（25.0） 7（43.8） 4（25.0）

人（％）

0
0

0

0

図 ２　職場の腰痛予防に役立つ内容か
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表 ７．職場で腰痛予防対策を推進しようとした際に困難に感じる，または感じたこと（自由記述）

項　目（件数） 記述内容
意識を変えていく
こと（ 5）

・時間効率が優先されているため，手順を増やすことに対する拒否的な反応が大きい
・�用具を使用することに時間がかかるという概念をなくすこと．新人指導にも必要と思いました（学
生さんも含めて）
・�腰痛予防するための体の使い方を教えても，今までの彼ら自身のケア方法が頭からぬけず，すぐに
腰痛悪化する体勢でしてしまう
・継続的な意識の統一
・福祉用具に対する知識量の少なさ

伝達方法が難しい
こと（ ４）

・より意識を高めるための伝達方法
・全員に伝達するのが難しい，リフトがないので．
・腰痛予防に対する対策をしようとする動きがなかなか起こせない．
・全体に広まらない．腰痛予防の講習をしてない．

上司の理解が得ら
れないこと（ 2）

・上司の意理解が得られない，必要性を感じていない．
・�物品（福祉用具購入），ほんの少しそろえただけで，うちの施設はやっていると思っている上司の説
得が難しい．使いにくいものをそろえてもらっても，実際には使用に結びつかないものもある

設備投資を進める
こと（ 2）

・施設の資金面
・�経営者を説得して，腰痛対策また患者の安全安楽を提供できる設備投資を，推進していくこと

Ⅴ．考察

対象者が研修後に取り組んだ内容は，介助・作
業時のベッドの高さ調節が最も多く，スライディ
ングシート・ボードを使用，姿勢改善などもあっ
た．その結果，対象者のほとんどは少し腰痛が軽
減したと回答していた．このことは，介助・作業
時のベッドの高さ調整は実践にすぐに取り入れる
ことが可能かつ，腰部負担を軽減し，腰痛を悪化
させない効果が得られる内容であったと評価でき
る．岩切ら（2017）は，介助方法や福祉用具の使
用方法に関する職場改善の取り組みは，介護者の
腰痛を悪化させない効果に繋がると述べているが，
福祉用具が少ない状況においてもベッドの高さ調
整の重要性を理解し現場で実践できるよう働きか
けた本研修会は、対象者にとっては腰痛予防なら
びに腰痛悪化予防の面においても有用であったと
考えられる．
3 回目の研修では,リフトを用いた介助方法に

ついて研修を実施し約 6割の対象者が自身の腰痛
予防に非常に役立つ内容だったと回答したが，職
場の腰痛予防に役立つかという視点では，「少し
思う」が43.8％，「あまり思わない」が25.0％と １
回目， 2回目の研修内容に比べ低い結果となって
いた．これは「職場にリフトがあれば役立つ」，「リ
フトがない，購入が難しい」という回答から，研
修会によってリフトを用いた介助の有用性を体感
できたが，実際にリフトが職場にないことから実
践にはつながらないという課題も明らかとなった．
中野（2013）は，リフトなどの補助機器を積極

的に活用するための設備投資にも目を向け，予
防対策の充実を図るべきと述べており，中岡ら
（2018）の医療施設・介護保健施設の腰痛及び腰
痛予防対策の実態調査でも，リフトが導入されて
いない施設は80％以上であり，各施設において福
祉用具導入をためらう理由として，予算・財源の
確保の困難という回答が最も高い割合を占めたと
報告している．本調査結果においても，職場で腰
痛予防対策を推進する際の困難として，経営者を
説得して設備投資を推進することが挙げられてい
た．今後は研修参加者が組織を巻き込んで設備投
資の導入を働きかけられるように支援をしたり，
研究者らが病院経営者や管理者向けの腰痛予防対
策研修会を企画することが重要である．そして福
祉用具活用による腰痛予防効果や経済効果に関す
るエビデンスを示し，福祉用具導入の意義を伝え
ていくことも重要であることが示唆された．
さらに研修会の受講者がリーダーとしてスタッ

フへ教育を行うという点では，スタッフの用具を
使用すると時間がかかるという意識を変えていく
こと，福祉用具活用に関する知識や技術を伝達す
るための方法が難しいという回答が得られた．腰
痛予防推進リーダーとして研修会参加者の活動が
定着するためには各臨床現場で研修会を開催する
際に専門家がサポーターとして支援するなど，継
続的な研修会後のフォローアップが必要であると
考えられた．これは参加者の職位はスタッフが多
かったことから，管理者への働きかけが難しく，
研修会企画なども困難があると考えられたためで
あり,今後は職場の管理者や安全衛生委員などの
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参加者割合を増やし，組織的な活動ができるよう
に支援する必要がある．
以上のことから今後は研修会という形での個人

への技術教育とともに，管理者や経営者に対する
腰痛予防に関するマネジメントの視点を踏まえた
プログラムの導入や，臨床現場での出張研修会の
開催も検討していきたいと考える．�

本調査は2017年度大阪府立大学大学院看護学研
究科療養学習支援センターの研究支援を受けて実
施した．
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